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1．はじめに
　2020 年の東京オリンピック・パラリンピック
開幕まで残り 3 年を切った。2004 年のアテネ大
会以降，参加国・地域の数は 200 を超えており，
2020 年の東京大会でも 200 を超える国や地域か
ら多くのアスリートや観客が訪れることが期待さ
れている。オリンピック・パラリンピックの準備
は各所でこれから本格化していくものと思われる
が，その中でも外国語対応，多言語情報の提供は
オリンピック・パラリンピック開催が決まる以前
から社会的な課題として認識されているものであ
る。一時的なおもてなしで終わるのか，日本社会
全体の共通インフラとして残っていくものになる
のか注目されるところである。
　すでに地下鉄など車内の電子表示板に表示され
る行き先や次の停車駅も日本語，英語，韓国語，
中国語が表示されたり，デパートやショッピング
モールに置いてある売り場案内のパンフレットが
複数言語で用意されていたり，多言語の情報提供
は増えている。ただ，多言語といっても現状で提
供されている外国語の数は限定的である。そんな
中でスマートフォンや PCなどの電子機器を通し
て ITサービスを活用すれば表示スペースの制限
なしに多数の言語の情報を用意することが可能で
ある。今後増えていくと考えられる ITを活用し
た多言語情報の提供であるが，利用者がどのよう
なきっかけでどのようにして自分の欲しい情報を
手に入れるかは様々な方法がある。また，それを
実現する提供者側の仕組みも多様である。本論文
では，IT を活用した多言語情報の提供および入
手について，コンピュータシステム側から見た提
供の仕組みと利用者から見た情報入手の方法の双
方の観点から考察してみる。
　本論文では，第 2章でコンピュータシステムの
多言語対応について，これまでの歴史とその仕組
みを簡単に紹介する。第 3章では，場所の制約を
受けないモバイル端末に向けた多言語情報の提供
方法について，様々な手法とそれを実現する技術
を紹介する。第 4章では，様々な多言語情報の提
供方法について，利用者の視点からどういう場面
でどのような活用方法があるのかを考察する。
第 5 章では，モバイル端末を利用した多言語情
報の提供について現状と今後の課題についてま
とめる。
2．‌コンピュータシステムの多言語対応の
歩み
　今では，PC やモバイル端末を操作していて，
日本語のメールを送信することやメッセージを受
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け取ることが当たり前となっている。しかしなが
ら，筆者が社会人としての生活を始めた約 30 年
前にさかのぼるとまだ日本語を扱える機器やソフ
トウェアは少なく，コンピュータ同士がネット
ワークでつながっている環境も，研究機関や一部
の企業に限られていた。もともとコンピュータ機
器の操作や処理の対象は，英語のアルファベット
と記号を基本の文字集合として設計がなされてお
り，‌様々な仕様の追加を段階的に行って現在に
至っている。
　多くの初期のコンピュータ機器が基本としてい
た文字集合がASCII（アスキー）と呼ばれるアメリ
カの標準化団体American‌Standards‌Association
が制定した文字集合の規格であり，ASCII は
American‌ Standard‌ Code‌ for‌ Information‌
Interchange の頭文字をとったものである。
ASCII には，モニタやプリンタなどの機器を制
御するための制御文字と紙やモニタ上で表示する
ことができる印字可能文字の 2種類の文字が規定
されている。図 1に ASCII に含まれる印字可能
文字の一覧を示す。
図 1　ASCII に含まれる印字可能文字
（空白を除く 94 文字）
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図 2-1 ASCIIに含まれる印字可能文字（空白を除く 94文字） 
図 2-1に示す 100文字足らずの ASCII文字が基本となり，初期のコンピュータシステムの基
盤は作り上げられた。コンピュータシステムを制御するプログラム言語の命令の名前に使われ
る文字であったり，文字入力を行うキーボードのキーの種類であったり，あらゆる機器の仕様
は ASCII文字集合を基本として設計された。ここには，日本語のひらがな，カタカナ，漢字は
含まれていないし，ヨーロッパ言語で使われるウムラウト付きの文字なども含まれていない。 
コンピュータシステムのハードウェアやソフトウェアが基本とする文字集合と，実際に処理対象
となるデータの文字集合は必ずしも一致する必要はない。コンピュータシステムの使用用途が
数値計算だけであれば，多くの文字の種類を扱う必要性も高くなかっただろうが，文書作成や
　図 1 に示す 100 文字足らずのASCII 文字が基
本となり，初期のコンピュータシステムの基盤は
作り上げられた。コンピュータシステムを制御す
るプログラム言語の命令の名前に使われる文字で
あったり，文字入力を行うキーボ ドのキーの種
類であったり，あらゆる機器の仕様はASCII 文
字集合を基本として設計された。ここには，日本
語のひらがな，カタカナ，漢字は含まれていない
し，ヨーロッパ言語で使われるウムラウト付きの
文字なども含まれていない。
　コンピュータシステムのハードウェアやソフト
ウェアが基本とする文字集合と，実際に処理対象
となるデータの文字集合は必ずしも一致する必要
はない。コンピュータシステムの使用用途が数値
計算だけであれば，多くの文字の種類を扱う必要
性も高くなかっただろうが，文書作成や経理デー
タの処理や様々なビジネスや日常生活のデータを
処理するためには，ASCII 文字だけでは足りな
くなってきた。初期のシステムは，システムの文
字集合と処理対象の文字集合は一致している前提
であったが，コンピュータシステム自体の処理能
力の向上とともに処理対象の文字集合は段階的に
拡張されてきた。図 2にこれまでたどってきた文
字集合拡張のプロセスを示す。
　ここまで処理対象の文字集合の拡張という視点
で説明を行ってきたが，本論文が注目するのは多
言語，つまり言語であって文字ではない。言語と
文字は密接な関係 あるものの，処理する文字集
合の拡張というのは，あくまでもコンピュータシ
ステムを開発する開発者の視点であって，利用者
はどの文字が処理できるかに関心があるわけでは
なく，自分で使用したい言語が扱えるのかという
ことに関心がある。つまり我々日本人であれば，
日本語が扱えるのか？　日本語を扱うためには何
か特別なことをしないといけないのかに関心があ
る。ところが，これまでのコンピュータシステム
の多言語処理は，どうしても利用者が文字集合（実
際はそれらの文字集合をコンピュータシステム用
に符号化した結果の文字コード）を意識しないと
いけない設計になっており，非常に使い勝手の悪
いものであった。特に日本においては複数の種類
の文字コードが存在し，同じ日本語を扱うシステ
ム間でも正しく文字が表示できない，いわゆる文
字化けが発生したりしていた。コンピュータシス
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テムと文字コードの歴史については深入りしない
が，図 3にこれまでたどってきた日本での言語サ
ポート拡張のプロセスを簡略化して示す。
　図 3において，単言語システム以降のシステム
では日本語を処理することができる。システムを
提供する側の立場からすると，日本で使われる日
本語専用の単言語システムにおいては，日本の利
用者が必要とする機能を提供していけばよい。日
本語独自の処理，例えば文字入力において仮名漢
字変換を行う処理や，通貨記号に￥を使い 1円以
下の端数は扱わない処理など，日本語あるいは日
本を前提とした処理を標準機能として提供するこ
図 2　文字集合拡張のプロセス
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図 2-3 日本での言語サポート拡張プロセス 
図 2-3において，単言語システム以降のシステムでは日本語を処理す ことができる。システ
ムを提供する側の立場からすると，日本で使われる日本語専用の単言語システムにおいては，
日本の利用者が必要とする機能を提供していけばよい。日本語独自の処理，例えば文字入
力において仮名漢字変換を行う処理や，通貨記号に￥を使い 1円以下の端数は扱わない処
理など，日本語あるいは日本を前提とした処理を標準機能として提供することが可能である。
ただし，日本語あるいは日本独自の機能を提供すると，他の言語用のシステムとのデータの
互換性やネットワークを通じたデータのやりとりの際にデータの損失や意図せぬ変換が行わ
れる可能性がある。日本語専用のシステムを日本語の利用者が使うのであれば，利用者は特
に何の設定を行うこともなく日本語を扱うことができ，とても楽である。 
次の２言語切り替え可能なシステムであるが，2言語と言ってもこれは日本語と英語に限定さ
れていた。実は，単言語システムとほぼ同じものであるのだが，日本語を処理する文字集合の
中に英語のアルファベットや記号などを含む ASCII文字がすべて含まれているため，コンピ
ュータシステムの内部では特別なことをしなくても英語をサポートすることが可能であった。た
だし，通貨記号を＄に設定し英語環境では存在しない文字が出現しないように制限するなど，
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とが可能である。ただし，日本語あるいは日本独
自の機能を提供すると，他の言語用のシステムと
のデータの互換性やネットワークを通じたデータ
のやりとりの際にデータの損失や意図せぬ変換が
行われる可能性がある。日本語専用のシステムを
日本語の利用者が使うのであれば，利用者は特に
何の設定を行うこともなく日本語を扱うことがで
き，とても楽である。
　次の 2言語切り替え可能なシステムであるが，
2言語と言ってもこれは日本語と英語に限定され
ていた。実は，単言語システムとほぼ同じもので
あるのだが，日本語を処理する文字集合の中に英
語のアルファベットや記号などを含むASCII 文
字がすべて含まれているため，コンピュータシス
テムの内部では特別なことをしなくても英語をサ
ポートすることが可能であった。ただし，通貨記
号を＄に設定し英語環境では存在しない文字が出
現しないように制限するなど，言語環境に応じた
処理が必要であり，システムにどちらの言語で扱
うのかを知らせて切り替える必要がある。
　次の多言語の切り替え可能なシステムは，シス
テム側がサポートする多言語のそれぞれの言語を
処理する機能を用意した上で，言語切り替えの仕
組みを提供する必要がある。2言語切り替えのシ
ステムはたまたま英語で使用する文字が日本で使
用する文字の中に含まれていたため，文字処理の
部分での変更が小さくて済んだが，3言語以上の
切り替えにはしっかりとした切り替えの仕組みが
必要であり，システム上サポートするそれぞれの
言語の処理が可能な能力を備える必要がある。し
たがって，2言語切り替えから多言語切り替えの
間ではシステムの実装上大きなギャップが存在し
た。実際，世の中の多言語システムの仕組みが考
案されてから世の中に普及するまでには 10 年以
上の月日を要している。この間で重要であったの
は，仕様の詳細よりも異機種のシステム間であっ
ても同じ仕様を使うようにする標準化のプロセス
であった。世界はグローバル化して同じシステム
が世界中どこでも使えるようにすることが求めら
れ，さらにインターネットでつながることにより
他社のシステムとの連携もスムーズに行うことが
求められた。
　表 1に示した多言語システムの要件は独自の手
法で実現することもできるが，多くの実装はOS
などの下層レイヤーのソフトウェアの仕様に従っ
て実装を行っている。（注：ソフトウェアの実装は，
下からOS，ミドルウェア，アプリケーションの
階層に分けることができる。）独自の方法を取る
表 1　多言語対応システムが備える要件
項目 要件 標準的な実装
文字集合 各言語の文字集合を個別に用意するのではなく，す
べての文字を表現する文字集合を基本としてシステ
ムが構築されている
ISO10646（Unicode）を使用する
言語情報 言語を切り替える仕組みが用意され，切り替えるこ
とによって何が変わるのかの標準的な仕様が決まっ
ている
POSIX という Operating‌System の標準仕様で規定
されているロケールの仕様をベースとし，プラット
フォームごとに定めている
システムの実現手法 汎用的な多言語処理のAPI（Application‌Programming‌
Interface）を利用してシステムが実現されており，
個々の言語に依存する処理を意識せずにプログラム
の開発を行うことができる
プログラム言語やプラットフォームで規定する多言
語処理用のAPI を使用して実現する
入出力 言語ごとの文字入力の方法が用意されており，それ
ぞれの言語の文字が正しく表示されるようにフォン
トも用意されている
多言語のフォントが用意され，日本語であればかな
漢字変換のような各言語に最適な文字入力の方法が
提供されている
91末廣：多言語情報への入口と提供の仕組み
こともできるが，開発コストやメンテナンスのコ
ストが非常に高くなってしまうため現実的ではな
い。ポイントは各機能において標準化された手法
や技術を用いることであり，それによってシステ
ムの開発コストやメンテナンスのコストを下げ，
データやプログラムのシステム間でのやりとりも
複雑な処理を行うことなく実現することができ
る。技術の詳細はここでは割愛するが，現在のコ
ンピュータシステムの基盤を提供する Linux，
iOS，Android などの OS やその上で動作するソ
フトウェアは多言語処理の能力を備えている。ス
マートフォンも電話機能を備えたコンピュータで
あり，多言語処理の能力を備えている。
　多言語処理の仕組みを利用するためには，利用
者は自分の利用したい言語の情報をシステムに伝
える必要がある。PCなどのコンピュータ機器で
よくあるのは，インストール時に初期設定として
使用する言語を決めてしまう方法である。インス
トール後でもシステム設定の変更を行うことが可
能な場合が多いが，最初に決めておくことによっ
て毎回設定する手間を省くことができる。個人が
使う PCなどの機器は使用する言語を切り替える
ことはほとんどないので，初期設定時に決めてし
まう方が使い勝手がよい。一方，複数の利用者が
アクセスするシステムやサービスなどは，より簡
便な方法で言語切り替えの方法を提供する必要が
ある。利用者がシステムにログインする際に言語
選択メニューを表示したり，利用開始の初期画面
に言語切り替えのボタンがついていて初期設定の
言語をすぐに切り替えることができるようにした
りするなどの工夫が必要である。日本の銀行の
ATMなどは，初期画面が日本語になっているの
で日本語で使う場合はわざわざ日本語を指定する
必要はないが，英語で使いたい場合は英語と書か
れたボタンを押すと英語の画面にすぐに切り替
わって操作を行うことができるようになってい
る。そこで設定画面を開いて，言語を切り替えて，
システムを再起動するような仕様だと誰も利用し
てくれないだろう。
　近年は PCよりもモバイル端末を使って情報を
入手する人が増えている。モバイル端末の代表で
あるスマートフォンは，コンピュータそのもので
あって，ここまで述べたコンピュータシステムの
多言語システムの要件を備え持っている。さらに
持ち歩いてどこでも利用できるために様々な使い
方ができる。次の章では，急速に利用者の数を増や
すとともに機能面でもどんどん進化しているモバ
イル端末における多言語対応について考察する。
3．モバイル端末に向けた多言語情報の提供
　日本で販売されている携帯電話のほとんどがス
マートフォンになっている。スマートフォンは，
多言語の切り替えの仕組みはもちろんのこと，そ
れ自体が PCの機能をほぼすべて備えた上でさら
に便利な様々な機能を備えている。（表 2参照）
　総務省の平成 29 年版情報通信白書によれば（図
4参照），スマートフォンの世帯保有率は，2016
年で 71.8% にまで伸び，固定電話の 72.2%，パソ
コンの 73.0% とほぼ同じレベルまで普及してきて
いる。また，スマートフォンの個人保有率を見る
と（図 5参照），2011 年から 2016 年の 5年間で 4
倍増加し 56.8% に達している。さらに年代を 40
代以下に絞ると 80% 以上になるという驚異的な
普及率である。
　非常に便利なスマートフォンであるが，多くの
人が手に持って行動することにより，情報を提供
する側は各個人のスマートフォンを入出力のデバ
イスとして利用し，それぞれの利用者に情報を届
ける仕組みを作ることができる。つまり，紙を配っ
たり，専用端末を提供したりすることなく，利用
者の手元のスマートフォンに向けて情報を届ける
ことができる。特に多言語情報を扱うことのでき
るスマートフォンは入出力のデバイスとして最適
である。
　しかし，どのようにして利用者の必要な情報を
識別するのか，それぞれに適した情報の提供方法
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図 4　情報通信機器の保有状況の推移（世帯）
　　　出所：総務省‌通信利用動向調査
　　　注 1：携帯電話には PHSを含み，2009 年から 2012 年までは PDAも含めて調査し，2010 年以降はスマートフォンを内数とし‌
て含めている。
図 5　スマートフォン個人保有率の推移
　　　　　　出所：総務省‌通信利用動向調査
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は何であるのか，単純に多くの人が所有している
といっても提供者側の思いだけで簡単にそれを利
用させてもらうことはできない。利用者との情報
のやりとりを行う様々な手法について，その利
点や欠点を考慮しながら導入を進めていく必要
がある。
　最初に，スマートフォンを利用しない場合の多
言語情報の提供手法ついて見てみる。
（ア）外国人スタッフによる情報提供
　‌　ホテルなどのコンシェルジュサービスやツ
アーガイドなど，外国人スタッフを配置し，お
客様とコミュニケーションを図りながらきめ細
かな情報提供を行う最強のおもてなしである。
ただし，外国人スタッフを常駐させるための人
件費がかかるため，対応言語の数も限られる場
合が多い。また，一度に応対できる人数に限
りがあるため，サービスを受けるために待ち
時間が長くなることが考えられる。
（イ）紙媒体による多言語情報の提供
　‌　観光地に行くと観光案内所があり，観光案内
のパンフレットが置いてある。外国人観光客が
よく訪れる場所では外国語に翻訳されたパンフ
レットが用意されている。外国語の情報提供を
受けたい観光客は，置いてあるパンフレットの
中から必要な言語のものを選択して利用する。
外国語のものが用意されているところでは，最
低でも英語版は用意されていて，次に中国語（簡
体字用と繁体字用）や韓国語が多く，フランス
語やスペイン語などのヨーロッパ言語や，タイ
語やベトナム語などアジア言語のものがそれぞ
れの場所のニーズに応じて追加で提供されてい
る。翻訳済みのパンフレットであれば，日本語
で提供されている内容と同じ情報量を外国人に
対しても提供することができる。また，窓口の
順番待ちをすることなく，すぐに情報を手にす
ることが可能である。
（ウ）看板による多言語情報の提供
　‌　観光地の看板の説明を多言語で提供している
ケースもあるが，スペースが限られているため，
多数の言語の翻訳を看板の中に書き入れるのは
困難である。多くは，日本語の他に英語の翻訳
を掲載しているのみである。（イ）で紹介した
紙のパンフレットの多くはページ数も少なく簡
単な説明だけしか掲載されていないため，日本
語か英語を理解できない外国人が現地の看板に
何が説明されているのかを知ることは難しい。
表 2　スマートフォンの持つ特徴
機能 説明
電話 電話番号が付いていて電話の発信・着信が可能
タッチパネルディスプレイ PCのキーボード，マウス，モニタの機能を小型のタッチパネルディスプレイとソフトウェア
で提供している
インターネット接続 WiFi 経由または電話会社の通信網を利用してインターネットに接続可能
メール・メッセージ／ SNS メールや LINE のメッセージの送受信，Twitter/Facebook/Instagram‌などの SNS の投稿・
閲覧が可能
アプリケーション アプリケーションをインストールして様々な用途に利用することが可能
カメラ ほとんどの機種にカメラが付いていて写真や動画の撮影が可能
音声の入出力 電話の機能が付いているので，音声の入力および出力機能が利用可能
位置情報 GPS あるいは中継する基地局の情報から端末の現在位置を知ることが可能
近距離無線通信 NFC（Near‌Field‌Communication）,‌Felica，iBeacon など短い距離での通信機能を搭載してい
る端末もある
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（エ‌）専用レシーバーを利用した多言語の音声ガ
イド
　‌　美術館，博物館などの施設で提供されている
音声ガイドのレシーバーを利用すると部屋ごと
であったり，作品ごとであったり，機器を操作
しながら予め録音された情報を音声で聞くこと
ができる。予め録音しておくので，翻訳された
外国語の音声を用意しておけば，多言語の情報
提供が可能である。パンフレットではテキスト
の翻訳を行うだけでよいが，音声ガイドでは翻
訳されたテキストをネイティブスピーカーに読
んでもらい録音する必要があり，対応言語が増
えるとその分提供するための手間やコストがか
かる。また，用意するレシーバーの数が少ない
と外国人の団体客が一度にやってくると対応が
難しい。
（オ‌）デジタルサイネージによる多言語情報の提
供
　‌　最近，東京都内の主要な駅の駅ビルや地下街
など，これまでポスターが掲示されていた壁や
柱にデジタルサイネージが設置されているとこ
ろが多くなってきている。デジタルサイネージ
は，紙の貼り換えなどの手間がないため，テレ
ビ広告のように非常に短い時間であっても広告
媒体として切り売りすることが可能である。ま
た，ある区画全体で一斉に同じ画面を表示した
り，動画を流したりすることもできるので，非
常にアピール度の高い情報伝達手段である。基
本的には情報の垂れ流しになるため，外国語の
情報を表示しようとすると，日本語，英語，中
国語，韓国語等の同じ情報の翻訳版をローテー
ションで流すような形になる。
　ここまでスマートフォンを利用しない従来型の
多言語情報の提供手法について見てきたが，ここ
で，実際に日本を訪れる外国人はどの国から来て
いるのかを紹介しておく。
表 3　2016 年訪日外客数
順位 国・地域 人数（単位：人）
1 中国 6,373,564
2 韓国 5,090,302
3 台湾 4,167,512
4 香港 1,839,193
5 米国 1,242,719
6 タイ 901,525
7 豪州 445,332
8 マレーシア 394,268
9 シンガポール 361,807
10 フィリピン 347,861
　出所：「日本政府観光局（JNTO）」
　2016 年に日本を訪れた外国人は，合計で
24,039,700 人にのぼる。その内訳はトップ 10 が
表 3に示したとおりで，上位を近隣のアジアの国
が占めている。現在提供されている外国語の情報
発信もほぼこの人数に合わせて上位の国の観光客
をターゲットにして作られている。
　次にスマートフォンを利用した多言語情報の提
供方法について見ていく。スマートフォンを利用
すれば，容易に対応言語数を増やすことができる。
オリンピック・パラリンピックの開催に向けて準
備を進めていく上で，対応言語数は増やしていか
なければならないが，スマートフォンを利用した
ソリューションが主流となっていくものと思わ
れる。
A）観光地御用達ご当地専用アプリ
　‌　スマートフォンと言えばアプリの活用は誰も
が考えるところである。利用者の好みによって
アプリを入れることによってとても便利に使う
ことができる。訪ねて来てくれた観光客にアプ
リを入れてもらい，観光名所やグルメ情報やお
土産の情報など様々な情報を提供することがで
きる。クーポンを発行したり，地元のお店や企
業の広告を載せたりすることもできる。多言語
情報の提供もアプリ内で自由自在である。
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　‌　アプリを利用することの唯一の，ただし最大
の難関は，利用者のスマートフォンにインス
トールしてもらわないといけないことである。
観光地ごとにアプリが作られているとすると，
行く先々で別のアプリをインストールしないと
いけないことになる。外国人観光客にアプリを
入れてもらおうとすると，そのメリットを伝え
る方法を別に考える必要があり，紙媒体や外国
人スタッフによる案内なども併せて提供する必
要が出てくる。
B）専用アプリなしの多言語情報提供サービス
　➢　QRコード
　‌　専用アプリなしで多言語情報を提供するサー
ビスの中で最も普及しているのがQRコードを
使ったソリューションである。QRコード自体
には，URL の情報が含まれており，多言語の
情報はクラウド上に用意しておいたものを表示
するようになっている。（図 6参照）
　‌　QRコードは，商品の販売促進キャンペーン
サイトへの誘導や成分・アレルギー情報の提供
などに広く使われているため，スマートフォン
にQRコードリーダーを入れている利用者は多
い。LINE のお友達追加のQRコードリーダー
も利用できるし，Chrome ブラウザにも読み取
り機能が付いている。また，iOS11 からは
iPhone のカメラアプリが QRコードの読み取
り機能に対応するため，国内の多くのスマート
フォンでQRコードの読み取りができるように
なることになる。
　➢　NFC
　‌　QR コードほど普及はしていないが，操
作性では一番簡単なのが NFC（Near‌Field‌
Communication）チップを使ったソリューショ
ンである。スマートフォンの端末がNFC読み
取りの機能を搭載していればNFCチップにか
ざすだけでチップに書き込まれているURL の
情報を取得し，QRコードと同じようにクラウ
ド上の情報を表示することができる。
C）複数の場所で使える汎用アプリ
　‌　観光地ごとのアプリではなく，多言語情報を
提供する仕組みを利用するためのアプリを用意
し，用途に合わせてデータをダウンロードした
図 6　ＱＲコードを利用した多言語情報提供
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り，データ自体はクラウド上で提供したりする
ようなサービスもある。この場合，利用する場
所が複数箇所であり，外国人が困るであろうこ
とをきめ細かくサービスすることにより，アプ
リをインストールする意欲を高めることができ
る。また，この分野では情報入手の入り口とし
て技術的に興味深いものが出てきており，その
面白さからインストールしてみようと思う人も
増えると想像される。以下にその例をいくつか
紹介する。
　➢　近距離無線通信（iBeacon など）
　‌　スマートフォンに予めアプリを入れて移動す
ると，移動する先々でそれぞれの場所に応じた
案内の表示を行うことができる。アプリが受信
可能な状態であれば，特定の施設に近づいた時
にプッシュ通知で情報を送ることも可能であ
る。
　➢　電子透かし（音声）
　‌　音声信号の中にそれとわからないように情報
を仕込んでおく技術がある。YAMAHAが提
供するおもてなしガイドはアプリが必要である
が，ネット接続ができない環境でも多言語情報
の提供ができる。バスの車内アナウンスが日本
語で次の停留所を知らせる際に，音声の中に特
殊な信号を埋め込んでおき，その信号をスマー
トフォンでキャッチして，手元では英語で情
報を表示することが可能である。
　➢　電子透かし（画像）
　‌　画像の中にそれとわからないように識別情報
などの付加情報を仕込んでおく技術である。
NTTグループが提供する画像認識型透かし埋
め込み・検出技術は，商品パッケージなどに目
立たないように印刷して埋め込まれた ID情報
をスマートフォンでかざして読み取ることに
よって必要な情報を表示する。アレルギー情報
などを多言語で提供することも可能である。
　➢　光 ID
　‌　LED ライトの光の波長にそれとわからない
ように識別情報を仕込んでおく技術である。パ
ナソニックが提供する光 ID技術は，専用アプ
リを搭載したスマートフォンのカメラを高速点
滅する LED 光源にかざして ID 信号（光 ID）
を受信し，受信した IDにマッチするクラウド
上の情報を画面に表示することができる。
　以上，スマートフォンを利用しないもの，利用
するもの，それぞれでいろいろな多言語情報の提
供の方法を見てきたが，それぞれに得意なこと，
不得意なことがある。また，必要な予算も異なる。
次の章では，スマートフォンを利用した場合の多
言語情報の提供について，主に来日する外国人観
光客をターゲットとして考えた場合の各ソリュー
ションの使い勝手について考察する。
4．モバイル端末における多言語情報の取得
　スマートフォンを活用する大きなメリットの一
つは，インターネットを介して手元にない情報を
クラウド上から引き出すことができることにあ
る。インターネットにアクセスする場合，Web
ブラウザを利用するのが一般的であるが，このブ
ラウザには表示する言語の情報が設定されてお
り，サーバー側でこの情報を検知することができ
る。QR‌Translator などの多言語情報提供サービ
スでは，このことを利用して利用者が明示的に言
語を選択することなく，普段利用している言語の
情報を利用者の手元に表示させるようにしてい
る。利用者にとっては，言語を選ぶ一手間が省け
ることになる。
　このように，利用者が求める情報を先読みして
提供することは今後いろいろなところで実施され
ていくと思われる。すでに自動販売機に搭載され
たカメラから購買者の特性を見て，ディスプレイ
の商品を並び替えるようなものまで出てきてい
る。もし，外国人ということが識別できたら，い
ろんな言語で話しかける自動販売機も出現するか
もしれない。逆に「こんにちは」をそれぞれの言
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語で言えば，自動販売機の説明表示が変化するよ
うなこともできるだろう。
　デジタルサイネージの一種でタッチパネルや操
作ボタンをつけてインタラクティブに表示を変え
られるような高機能なものがある。これまでのデ
ジタルサイネージは PCの画面と同じなので表示
内容を自由に制御できるだけであったが，タッチ
パネルになっていれば入力デバイスにもなり，大
画面のスマートフォンのような使い方ができる。
地図を大きな画面で見ることができればとても便
利であるし，デジタルサイネージで表示した行き
方の情報を手元のスマートフォンに送って持ち歩
けるようにするなど様々な活用方法がある。
　スマートフォンを利用して多言語情報を提供す
る様々なソリューションもそれぞれに特徴があ
り，得意なこと得意でないことがある。以下では，
いろいろな観点からそれぞれのソリューションの
分類を行ってみる。
　まず，最初に情報を提供する側に電力が必要か
どうかで分類してみる。
表 4　情報提供に電力が必要かどうか
提供側に電力が必要 電力は不要
電子透かし入り音声
近距離無線通信
光 ID
デジタルサイネージ
QRコード
NFC
電子透かし入り画像
　電子透かし入り音声で情報を提供するために
は，マイクあるいは音声の再生装置とスピーカー
が必要である。したがって，施設や交通機関など
電源が確保できるところでの利用が適している。
iBeacon などの近距離無線通信についても電波を
飛ばす機器の電源が必要となる。施設内の利用で
は問題ないが，屋外に設置する場合には電池を利
用することになるので，メンテナンスの手間や費
用がかかってくる。光 IDも電力が必要であるが，
基本的に照明が必要なところに設置することにな
るので，追加で費用が発生することはないと思わ
れる。デジタルサイネージも電力が必要なので設
置場所は限定されるが，人の集まりやすい場所で
あれば広告価値も高いため，費用面は心配いらな
いのかもしれない。ただし，人の流れの多いとこ
ろであると，視認率は高いもののローテーション
で多言語情報を流すだけではあまり効果は期待で
きないと思われる。
　一方，QRコード，NFC，電子透かし入り画像
の場合は，それぞれQRコードのプリント，NFC
チップの埋め込み，電子透かしを入れたパッケー
ジ等の印刷が事前に必要となるが，情報の入手時
にはスマートフォンが利用できれば問題ない。
　次に，情報入手時のアクセス距離で分類して
みる。
表 5　情報入手時のアクセス距離
離れても入手可能 近くのみ
電子透かし入り音声
近距離無線通信
光 ID
デジタルサイネージ
QRコード
NFC
電子透かし入り画像
　電子透かし入り音声，近距離無線通信，光IDは，
少し離れていても情報が届けられるが，QRコー
ド，電子透かし入り画像の場合は，対象物をカメ
ラで撮影できる距離，NFCの場合はほぼ触れる
距離まで近づく必要がある。QRコードにしても
電子透かし入り画像にしても，美術館などの利用
で混雑していてカメラで対象物を撮影できない状
況であると情報へのアクセスができないことにな
る。そのような場合の対策としては，パンフレッ
トにQRコードを掲載したり，館内で一度スキャ
ンした先から別の情報をたどれるようにしたり，
音声や無線のソリューションを併せて利用するな
ども考えられる。
　次に情報を入手する場所が暗い場合でも利用可
能かどうかについて分類してみる。
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表 6　情報入手時の明るさ
暗い場所でも入手可能 明るい場所のみ
NFC
電子透かし入り音声
近距離無線通信
光 ID
デジタルサイネージ
QRコード
電子透かし入り画像
　導入が簡単で適用範囲も広いQRコードである
が，暗い場所では情報入手ができない。カメラに
照明がついていて鮮明な画像が撮影できれば問題
ないが，QRコードの解読ができる程度の明るさ
が必要になる。電子透かし入り画像の場合も画像
が認識できる明るさが必要となる。一方，NFC
はかざすだけでよいので電力もない，暗い場所で
も利用が可能である。その他，音声や無線は明る
さと無関係であるし，それ自身が発光する光 ID
やデジタルサイネージは周囲の明るさとは無関係
に利用することができる。
　ここであえて分類することはしないが，音声を
利用するソリューションの場合，雑音の問題は出
てくる。美術館のような静かな場所であれば問題
なく認識できる場合でも，街中の雑踏では利用で
きないことも考えられる。
　次に複数の情報発信源が近接している場合の干
渉（誤認識）の可能性について分類してみる。複
数の情報が同時に届くためにノイズとなってし
まって認識ができなかったり，自分が得ようと
思っているものと異なる情報の方を認識してし
まったりする可能性がある。
表 7　複数情報源の干渉
干渉の可能性あり 干渉の可能性なし
電子透かし入り音声
近距離無線通信
光 ID
QRコード
NFC
電子透かし入り画像
デジタルサイネージ
　対象物に近い距離で撮影やかざす操作を行う
QRコード，NFC，電子透かし入り画像はまず他
との誤認識の問題は発生しない。デジタルサイ
ネージも一方的に情報を流すだけなので問題な
い。
　音声，電波，光を使うものについては，それぞ
れ誤認識のないような技術開発を行っていると思
われるが，その仕組みからして誤認識の可能性は
ゼロではない。あまり近い距離で設置しないよう
に運用で注意すれば問題はない。
　次にそれぞれのソリューションの導入コストに
ついて分類してみる。
表 8　導入コスト
高い やや高い 低い
電子透かし入り音声
電子透かし入り画像
近距離無線通信
光 ID
デジタルサイネージ
NFC QRコード
　一番導入コストが低いのはQRコードである。
QRコード自体は，紙にプリントすることもでき
るので，非常に安価に導入することができる。次
に導入コストが低いのは，NFCである。NFCチッ
プ自体の製造コストは大量に利用すれば単価を安
くすることができるが，アクセスするポイントす
べてにNFCチップを埋め込んでいく必要がある。
あらかじめカードなどに組み込んでおいて，後か
らURL 情報を紐づけるようなソリューションも
ある。
　電子透かしを利用する音声や画像は事前準備に
費用がかかる。近距離無線通信，光 ID，デジタ
ルサイネージは，それぞれの機器のハードウェア
の費用がかかる。
　次に多言語情報の入り口としての分かりやすさ
で分類してみる。
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表 9　多言語情報の入り口としての分かりやすさ
分かりにくい やや分かりにくい 分かりやすい
電子透かし入り画像
電子透かし入り音声
近距離無線通信
光 ID
QRコード
NFC
デジタルサイネー
ジ
　デジタルサイネージの場合は，それぞれの言語
の画面を表示することによってメッセージが直接
届くので一番分かりやすい。QRコード，NFC，
電子透かし入り画像については，それぞれの対象
物自体は多言語情報との結びつきはないものの，
スマートフォンでのアクセスを促す国旗や言語を
表すデザイン等を付けることによって容易にアク
ションに結び付けることができる。
　「分かりにくい」に分類した電子透かし入り画
像，電子透かし入り音声，近距離無線通信，光
IDについては，その場にいても情報が発信され
ていることが分からないため，その場所に行く前
あるいは入口で目的を持ってアプリをインストー
ルしておく必要がある。
　ここまでスマートフォンを利用した様々な多言
語情報の提供方法について見てきたが，それぞれ
に得意・不得意なことがあり，利用される場所や
利用者の特性など，様々な要因から最適なソ
リューションが選ばれていくものと思われる。
　現時点において，訪日外国人を対象と考える場
合，専用アプリケーションのインストールが必要
なものは苦戦を強いられると思われる。しかしな
がら，なんらかの方法によって来日前，入国時あ
るいは来日してすぐにアプリを入れさせるような
ことができるならば，その心配はいらなくなる。
果たしてそのような方法はあるのだろうか？　現
時点ではその方法は見つかっていない。
　他には，観光地等でその場でインストールさせ
るとしても，今よりも劇的にインターネットアク
セスのスピードが向上し，アプリのダウンロード
が一瞬でできるようになるならば，割引クーポン
などのインセンティブによってその場でアプリを
インストールさせることもできるかもしれない。
4G から 5G への通信速度の向上は今後進んでい
くと思われるが，訪日外国人の通信環境がどのよ
うになるかは現時点では不透明である。電話会社
の通信スピード向上を待ってもいられないので，
当面は情報提供を行う場所で無料WiFi サービス
の充実を図る方が外国人に対しては効果がありそ
うである。
5．‌モバイル端末を利用した多言語情報提
供の現状と今後の課題
　本論文では多言語情報提供の入り口と仕組みに
注目していろいろなソリューションを見てきた。
今後スマートフォンを利用したソリューションを
中心に様々な形で多言語情報の提供が行われると
思われる。これまで見てきたように，どの方法も
得意なこと，得意でないことがあるため，利用さ
れる場所や用途に応じて最適な方法が採用され，
場合によっては複数の方法を組み合わせて使われ
ていくものと思われる。
　実際に多言語で情報提供を行う場合の一番の課
題は翻訳である。一番コストがかかる部分であり，
機械翻訳から専門分野のプロ翻訳家まで品質にも
ばらつきがある。多言語情報をどの方式で提供す
るとしても翻訳は必要なので，この部分の技術開
発は今後ますます重要になってくると思われる。
　最後にスマートフォンを利用した多言語情報提
供について，今後の展望を述べる。本論文では，
多言語情報の提供について論じてきたが，インバ
ウンド需要が一段落し，東京オリンピック・パラ
リンピックでのおもてなしが一段落した後，盛り
上がった多言語対応の熱は急速に冷めていくこと
が予見される。そのような状況を見越して，最近
の多言語インフラの整備においては，訪日外国人
だけのサービスではなく，他でも利用できるよう
なサービス提供が考えられている。例えば，日本
で暮らす外国人であったり，外国人と同じように
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情報入手の手段に困っている障がい者のための情
報発信であったり，一時的なブームで終わらせる
ことなく社会のインフラとして役立つようなサー
ビスの展開が検討されている。その一つが多言語
情報提供の仕組みと同じものを防災・防犯などに
も役立てようとする試みである。例えば，電子透
かし入りの音声で災害時の緊急放送を行えば手元
のスマートフォンで外国語に翻訳された情報を受
け取ることができる。光IDを持つ街路灯にスマー
トフォンをかざして緊急通報ができる仕組みを作
れば，言葉で場所を説明しなくても正確な位置が
わかる。普段は観光情報を入手するために利用し
ているQRコードが，大規模災害が発生した場合
には，緊急避難情報の入手先に変化するといった
ことも検討されている。
　手元にあるスマートフォンを利用した多言語対
応ソリューションは，あらゆるところに情報の入
り口を持つことができることを本論文で述べた。
一時的なブームに流されることなく，将来にわ
たって役立つ社会インフラとして活用されるソ
リューションが普及していくことを期待したい。
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